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   No.14-23                   2015 年 2 月 17 日 

 （公財）損害保険事業総合研究所 
 
 

損保総研レポート第 110 号を発刊し、以下の 2 つのレポートを掲載しました 
 

◆国際保険資本規制の動向  

―銀行のバーゼルⅢとの比較を踏まえて― 

 

◆米国のサイバー・インシュアランスの動向 
  

 
公益財団法人 損害保険事業総合研究所（理事長 遠藤 寛）では、研究員による調

査研究の発表の場として機関誌「損保総研レポート」を定期刊行しています。 
今号（第 110 号）では、次のとおり研究員 2 名のレポートを掲載するとともに、他

に海外の金融・保険市場の動向等を紹介しています。  
 
＜レポート＞ 

◆『国際保険資本規制の動向 ―銀行のバーゼルⅢとの比較を踏まえて―』   

                          （金田 幸二 主席研究員） 

金融危機を契機にして、G20 首脳会合の下、国際的な金融規制改革が推進され、銀

行の自己資本規制基準の包括的改定であるバーゼルⅢや、世界的に金融システムに影

響を及ぼすグローバルな金融システム上重要な金融機関（G-SIFIs）に対する包括的

な政策措置などがまとめられています。 
この流れを受けて、保険監督者国際機構（IAIS）は、グローバルな金融システム上

重要な保険会社（G-SIIs）を認定する評価基準とともに、これまでの原則的な保険規

制・監督基準とは異なる、G-SIIs に適用する具体的で定量的な保険資本基準である基

礎的資本要件（BCR）を 2014 年 10 月にまとめました。さらに IAIS は、国際的に活

動する保険グループ（IAIGs）に対する資本基準である保険資本基準（ICS）の基本

案をまとめ、2014 年 12 月から市中協議を開始しました。 
本稿では、保険規制にも影響を与えている銀行のバーゼルⅢ等の概要を紹介した上

で、これらとの比較を踏まえて IAIS の G-SIIs の評価基準および高い損失吸収力

（HLA＝自己資本の上乗せ）などの政策措置、基礎的資本要件（BCR）および保険

資本基準（ICS）の特徴を説明しています。銀行グループと保険グループでは、リス

クの性質は異なり、資本規制におけるリスク量等の捉え方は異なりますが、リスクを

吸収するための自己資本の機能については類似する面が多いことから、自己資本の取

扱に関する比較を中心に説明しています。国際的金融規制改革の議論は、銀行から保

険およびその他の金融機関に拡張される動きが見られることから、先行する銀行規制
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の動きを含めて今後の動向を注視する必要があると考えます。 
 

 

◆ 『米国のサイバー・インシュアランスの動向』 

                           （山下 潤 主席研究員） 

ハッキング等のサイバー犯罪が世界経済に与える被害額は年間 5,800 億ﾄﾞﾙとも報

じられており、とりわけ米国は世界で最も被害額が大きい国です。サイバー犯罪等に

起因する顧客情報の漏えいも大きな問題であり、当該企業にとっては、信用（ブラン

ド）の失墜だけでなく、事故対応のために巨額の費用が必要となります。2013 年末

にハッキングによって顧客情報の漏えいが発覚した米国の大手ディスカウントスト

アは、既に 1 億 5,000 万ﾄﾞﾙを超える対策費を計上しています。また、CEO の辞任に

とどまらず、株主から役員に対する代表訴訟も提起されています。同社は、これまで

に要した顧客情報漏えいの対応に関する費用のうち、既に 9,000 万ﾄﾞﾙは保険で補償

されると公表しており、これに加え 6,500 万ﾄﾞﾙの D&O 保険も付保していると報道

されています。 
近年、米国では有名企業による相次ぐ顧客情報漏えい事故等を契機に、サイバー・

インシュアランス市場が拡大しています。一方、同保険は比較的新しい分野のリスク

をカバーする保険であることから、適正な保険料率の算出やリスクの集積・巨大化等

の問題も内包していると考えられます。 
わが国においても、2015 年 1 月にサイバーセキュリティ基本法が全面施行される

など、サイバー・リスクに関する懸念や対応の必要性は高まってきています。日本企

業もグローバル化が進展しており、わが国の保険業界としても、同分野の保険商品の

提供や関連サービスを一層充実したものにする必要があります。 
本稿では、米国企業におけるサイバー・リスクの位置付けやサイバー・インシュア

ランスの市場および商品等の動向について取り上げています。サイバー・リスクや同

保険に関して米国の保険業界が抱えている課題等については、わが国にも共通するも

のがあると考えられることから、先進的な米国の動向は参考になるものと思われます。 
 
 

＜その他＞ 
◆ 金融・保険市場におけるトピックス 
 
ご購入をご希望の方には、損保総研レポート第 110 号（A4 判 70 ページ）を在庫が

有る限り実費（税込 1,030 円＋送料）で頒布します。 
ご購入につきましては、当研究所ウェブサイト（http://www.sonposoken.or.jp/）「調

査研究」＞「2. 機関誌 損保総研レポート」でお申し込みいただけます。 



 
 

本件に関するお問い合わせ先 
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こ

 
〒101-8335 千代田区神田淡路町 2‐9 

 
公益財団法人 損害保険事業総合研究所 

 
研究部  山下（TEL：03‐3255‐1761）

 
ご購入に関するお問い合わせ先 

 
企画総務部（TEL：03‐3255‐5511） 

 
の資料は、保険関係業界紙各社へ同時に配付しております。 
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